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はじめに

２０００年代に入り，輸出国におけるリサイク

ル制度の整備および輸入国の経済成長などを背

景に国境を越えた循環資源１）の移動が活発に行

われてきている。しかし輸出入国の法制度は，

国内状況のみを考慮したもので，法制度の実効

性低下および関連産業への悪影響など新たに発

生した問題に適切に対応していると言いがた

い。国際リサイクルを理解するためにはバーゼ

ル条約を中心とした「国際的な規制」，「国内の

規制とその執行状況」及び，リサイクルに影響

を与える「経済情勢・環境問題」に関する分析

が求められる２）。ある一面のみに注目した場合

には全体像を掴むことができず，説得力のある

結論を提示することが難しくなる。

本稿では，日本と韓国における石炭灰の貿易

を事例に上記の三つの要素をバランスよく考慮

しながら循環資源貿易における現状と課題を明

らかにする。また，低価格，あるいは，逆有償

で廃棄物や再生資源を取引する場合，貿易統計

では十分に実態をつかめない可能性があること

を指摘する。第�章では，石炭灰の需要と供給

に影響を与える要因について述べる。そして石

炭灰の国際取引の状況についてまとめる。第Ⅱ

章では，石炭灰の国家間移動を規制する国際規

制について論じる。とくに，有害廃棄物の国家

間移動を規制するバーゼル条約だけではなく，

OECD のルールの内容もともに考察する。第

Ⅲ章では，日本と韓国における石炭灰の需給状

況を関連づけて述べながら互恵的循環貿易に向

けての政策提言をまとめる。

�．石炭灰の需要と供給

１．石炭灰の発生

石炭灰は石炭を燃焼させて発電や熱利用を行

う過程で発生する。回収場所によって外観と性

質が大きく異なる。図１は石炭灰の発生過程を

示したものである。粉の状態に砕いた石炭をボ

イラーで燃焼させると灰の一部は，燃焼ガス中

を浮遊し電気集じん器で回収される。回収され

た灰は「フライアッシュ（fly ash）」と呼ばれ

１）循環資源とは，廃棄物等のうち有用なもの（循
環型社会形成推進基本法第２条第３４項）。

２）小島編（２０１０）参照。

経 済 学 研 究 ６３－２
北 海 道 大 学 ２０１４．１

出典：中部電力（www.chuden.co.jp），日本フライアッシュ協会
（http://www.japan－flyash.com/process.html）ウェブ
ページを参考に筆者作成。

図１ 石炭灰の発生過程

循環資源貿易における規制と課題
――日韓の石炭灰貿易を事例に――

小 島 道 一 ・ 鄭 城 尤
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る。フライアッシュは土と同じくシリカとアル

ミナの成分で構成される。

一方，燃焼過程で石炭灰の粒子が溶融固化し

ボイラーの底部に落ちた塊を「クリンカアッ

シュ（clinker ash）」と称する３）。クリンカアッ

シュの主成分はフライアッシュと同じくシリカ

とアルミナである。ただ，クリンカアッシュの

表面には小さなたくさんの穴があいているので

保水性，排水性，通気性に優れた特徴がる。

フライアッシュとクリンカアッシュの工学及

び物理的特長は表１に示されており，火力発電

所でのフライアッシュとクリンカアッシュの発

生割合は概ね９：１程度であると知られてい

る４）。

当然ながら石炭灰は石炭の使用量に比例して

発生する。ただし，石炭の種類，ボイラーのタ

イプ等の燃焼技術によって，ある程度の変動は

ある。図２は，世界全体の石炭使用量と石炭灰

発生量の推移を示している。石炭使用量が増え

るにつれ石炭灰の発生量も多くなっていること

が分かる。２０１１年の場合，全世界で５７．７億ト

ンの石炭が燃焼され，約７．５％ に該当する４．３

億トンの石炭灰が発生された。石炭の使用量に

対する石炭灰の発生割合は７．５％ 前後で一定の

傾向が示されている。

日本では，発電所での石炭に対する石炭灰の

発生割合は，１９９０年代後半の１３．０％ 前後か

ら，２００５年前後には１１％ 前後に低下したが，

２０１０年前後に１１．５％ 前後への若干上昇してい

る。また，電気事業者以外の一般産業における

石炭の使用量に対する石炭灰の発生量は，１９９５

年から２０１１年の間で見ると１１．８％ から１３．３

％の間で変動している５）。
３）ボトムアッシュと呼ばれる場合もある。
４）四国電力 会 社 のWebサ イ ト（www.yonden.
co.jp）より。

５）石炭エネルギーセンター資料に基づく。http://

フライアッシュ クリンカアッシュ

発生箇所 ・ボイラ内の燃焼により溶融状態になった灰の粒子が，
高温の燃焼ガス中を浮遊し，ボイラー出口で温度が低
下することに伴い，球形微細粒子となって，集じん器
で採取されたもの

・ボイラ内の燃焼によって生じた石炭灰の粒子が，相互
に凝集し，多孔質の塊となってボイラ底部の水槽（ク
リンカホッパ）に落下堆積したものを，砂状に砕いた
もの。

工学的性質 ・主成分はシリカ，アルミナ・セメントの水和反応で生
成する水酸化カルシウムとポゾラン反応を起こすなど
長期的に密実な構造が形成され，耐久性が向上する。

・赤熱状態でボイラ底部の水槽に落下した石炭灰を破砕
機で粉砕，粒度調整したもので，化学的に安定

物理的性質 ・微細粒子で球形をしているためフライアッシュを混合
したコンクリートやモルタルは流動性が向上

・粒子は締固め性能の高い砂と同じ粒度分布
・高い排水性を有する他，表面に多数の細孔があり，水

平保有率が一般土壌に比べ高い

成分 ・SiO2：40.0～74.4%，Al2O3：15.7～35.2％，
Fe2O3：1.4～17.55％，CaO：0.3～10.1%

・SiO2：51.6～64.0%，Al2O3：17.3～26.9%，
CaO：2.3～8.8%，FeO2：4.2～10.9％

表１ フライアッシュとクリンカアッシュの比較

出典：土木学会(www.jsce.or.jp)，日本フライアッシュ協会（http://www.japan－flyash.com/process.html）Webペー
ジ，産業構造審議会[2005]を参考に筆者作成。

出典：韓国国会公聴会「わが国における鉱業の実態と発電方
向」資料。

図２ 世界の石炭使用量と石炭灰の発生量（単位：百万トン）

経 済 学 研 究21872（ ） ６３－２
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今後も石炭の需要は発電での使用増加などを

背景に漸進的でありながら増加していくため，

石炭灰の発生量も継続的に増えていくと考えら

れる６）。

２．石炭灰の需要

石炭灰には，さまざまな需要がある。日本の

石炭灰の利用状況をまとめた石炭エネルギーセ

ンター「石炭灰全国実態調査報告書」では，セ

メント分野，土木分野，建築分野，農林・水産

分野，その他と大きく５つに分類している。セ

メント分野では，セメント原材料，セメント混

合材，コンクリート混和材の３つにさらに分類

される。土木分野では，地盤改良材，土木工事

用，電力工事用，道路路盤財，アスファルト・

フィラー材，炭鉱充填材に分かれる。建築分野

では，建材ボード，人工軽量骨材，コンクリー

ト二次製品，農林・水産分野では，融雪材を含

む肥料，漁礁，土壌改良剤として使うことがで

きる。また，その他の利用方法として，下水汚

水処理剤，製鉄用などの利用方法があげられて

いる。セメント分野が全体の６７．１３％ となって

おり，とくに，セメント原材料として利用され

ているものが，２０１１年度には，全体の６５．１３％

を占めている。セメント混合材，コンクリート

混和材として用いられているものは，それぞれ

全体の１．３２％，０．４６％ と非常に小さくなって

いる。

アメリカでは，フライアッシュについては，

３８．３６％，クリンカアッシュ（ボトム・アッ

シュ）については３６．８７％ しか利用されていな

い。利用されているフライアッシュ，クリンカ

アッシュのうち，コンクリート・コンクリート

製品・グラウトとして用いられている量が

４１．５％，混合セメント・クリンカー原料として

用いられている量が１０．９３％ となっている７）。

欧州でもセメント原材料として用いられている

量が，全体の利用量の１６．９％，混合セメント

として用いられている量が１３．４％，コンク

リート混和材として用いられている量が３２．１

％となっている８）。

日本も，アメリカも，欧州も利用されている

石炭灰の半分以上はセメント分野で利用されて

いる状況である。カルシウム量など石炭灰の質

によって，セメント分野での利用ができるも

の，できないものに分けられる。石炭灰の質

は，石炭そのものの質，ボイラーの能力などに

影響され決まってくる。

フライアッシュを混合したセメントは，セメ

ントだけの場合よりも長期強度が増進し，耐久

性に富むと評価されている。また，乾燥後の収

縮率が小さくなり，ひび割れが起こりにくいと

いう特長も有している。このようなメリットの

ため，ダム工事など大規模な建造物では，フラ

イアッシュ・セメントが使われる場合が多い。

セメントの質を担保するため，石炭灰，特に

その大部分をしめるフライアッシュについて

は，工業規格が作られている。田野倉（２００５）

は，アメリカ，欧州，カナダ，中国，日本など

の工業規格の比較検討を行っている。

１９９９年に改定された日本の JIS（A６２０１：

１９９９）では，コンクリート用のフライアッシュ

の品質を，強熱原料，粉末度，活性度指数など

をもとに４等級に分類しており，詳細は表２で

示されている。後述するように，１９９９年まで１

等級しかなかったが，多様な需要に応え，需要

の拡大を図るために，等級の数が増やされた。

www.jcoal.or.jp/coalash/pdf/CoalAsh_H 21
productiondata.pdf（最終アクセス日：２０１３年
９月３０日）

６）IEA（２０１２）参照。

７）American Coal Ash AssociationのWebサイ
トの情報を参照した。http://www.acaa-usa.
org/associations/8003/ files /Final 2011 CCP
Survey.pdf

８）European Coal Combustion Products Asso-
ciationのWebサイトの情報を参照した。http:
//www.ecoba.com/evjm,media/ccps/ecoba_
statistics_2009.pdf

２０１４．１ 循環資源貿易における規制と課題 小島・鄭 21973（ ）
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一方，韓国では再活用（再利用）される石炭

灰のうち，５９．５％ がレミコン混合剤に，１７．９

％がセメントの原料に，２２．６％ がその他（成

土剤）に再活用されている（２０１２年）９）。表３

によると，フライアッシュの規格は大きく２つ

の等級に分けられており，日本と比べると，多

様な需要にこたえられないものとなっている。

フライアッシュの質は，石炭の産出地，炉の

タイプなどを含めた燃焼技術などできまってく

るため，同じフライアッシュといっても，セメ

ント産業で使いやすいものと使いにくいものが

でてくる点には，注意が必要である。

３．石炭灰の貿易

石炭灰は，貿易統計上，HS コード２６２１９０

に分類されている。HS コード２６２１は，「その

他のスラグおよび灰（海草の灰（ケルプ）を含

む）ならびに都市廃棄物の焼却によって生じた

灰および残留物」である。HS コード２６２１は

さらに，HS コード２６２１１０「都市廃棄物の焼却

によって生じた灰及び残留物」と HS コード

２６２１９０「その他のもの」とに分かれている。石

炭灰は，HS コード２６２１９０のうちの�Ash and

clinker of mineral origin（e.g., coal lignite or

peat ashes�とみなすことができる。HS コー

ド２６２１９０に分類されるその他のものとして，

ケルプおよぎ野菜の灰，カリウム塩（crude

potassium salts）も分類されている。業界関係

者は，貿易動向をつかむために，HS コードの

分類を改定して，石炭灰をひとつの項目にする

ように求めている１０）。

貿易統計のみからは，実態がつかめないもの

の，さまざまな資料から石炭灰が国際的に取引

されている事実を観察することはできる。

Heidrich ほか（２０１３）は，オーストラリア，

９）南部発電（２０１３）「国内石炭灰の再活用現状及び
増大方案」。

１０）Wier（２０１１）参照。

項目
種類

フライアッシュⅠ種 フライアッシュⅡ種 フライアッシュⅢ種 フライアッシュⅣ種

二酸化珪素（％） 45.0 以上 45.0 以上 45.0 以上 45.0 以上

水分（％） 1.0 以下 1.0 以下 1.0 以下 1.0 以下

強熱減量（％） 3.0 以下 5.0 以下 8.0 以下 5.0 以下

粉 末
度

網ふるい方法（％） 10 以下 40 以下 40 以下 70 以下

ブレーン方法
（cm２/g）

5000 以上 2500 以上 2500 以上 2500 以上

フロー値比（％） 105 以上 95 以上 80 以上 75 以上

活性度指数
（％）

材齢２８日 90 以上 80 以上 80 以上 70 以上

材齢９１日 100 以上 90 以上 90 以上 60 以上

性能･用途等
高強 度，流 動 性 付
与，アルカリシリカ
反応抑制

水和発熱抑制，長期
強度の改善

コンクリートの流動
性，空気連行性に関
して配慮必要

強度発現の点で低強
度コンクリート，工
場製品等に使用可能

項目
種類

フライアッシュⅠ種 フライアッシュⅡ種
二酸化珪素（％） ４５．０以上 ４５．０以上
水分（％） １．０以下 １．０以下
強熱減量（％） ３．０以下 ５．０以下

粉末度

網ふるい方法
（％）

１０以下 ４０以下

ブレイン方法
（cm２/g）

４，５００以上 ３，０００以上

フロー値比（％） １０５ ９５
活性度指
数（％）

材齢２８日 ９０以上 ８０以下
材齢９１日 １００以上 ９０以上

表２ 日本のコンクリート用フライアッシュ規格（JIS Ａ６２０１１９９９）

出所：JIS Ａ６２０１－１９９９より作成。

表３ 韓国のフライアッシュ規格（KS L５４０５）

出所：KS L５４０５より作成。

経 済 学 研 究22074（ ） ６３－２
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カナダ，EU１５，日本，アメリカ，ロシアの６

カ国地域のうち，回答のあった４カ国のデータ

をもとに，世界で年間３５０万トンの石炭灰が国

際貿易されていると推定している。

Foner and Robl（１９９７）は，イスラエルのフ

ライアッシュ処理についてまとめており，その

中で，将来のフライアッシュの使い道として，

中東地域への輸出をあげている。中東地域で

は，ポゾランが不足しており，質の良いフライ

アッシュは，多くの市場で１トン２０ドルで売

ることができ，紅海沿岸諸国ではさらに高い値

段になると述べている。

イ ン ド の 工 業 団 体 で あ る Federation of

Indian Chamber of Commerce and Industry の

輸出入取引のデータによると，ジェッダやダン

マーム（サウジアラビア），ドーハ（カター

ル）といった中東諸国の港へフライアッシュの

輸出が確認できる１１）。また，ネパールやスリラ

ンカへの輸出もある。２０１３年７月下旬のデー

タでは，中東向けは１トンあたり３５ドルから

６０ドル程度の値段１２）で輸出されている。ネパー

ル向けは，１トン１７ドルと中東向けに比べる

と安い値段となっている。

国連の貿易統計データベースで，２０１１年の

インドからの輸出データ（HS コード：２６２１９０）

で平均単価が７０ドル以下の輸出先をとると，

中東や南アジア向けがかなりの量となっている

ことがうかがえる（表４参照）。これらの輸出

先では，電力・産業部門では石炭がほとんど使

われておらず，石炭灰の供給がほとんどなく，

粘土の代替物質としての石炭灰の価値が高いと

考えられる。バングラデシュとネパール向けの

価格が安いのは，両国に近いところの需給バラ

ンスや石炭灰の質などが影響しているものと考

えられる。

１１）http : / / www. ficci－ b 2 b. com / exim-data /
export /products/ fly－ash/ index.html.（最
終アクセス日：２０１３年９月２６日）

１２）１ルピー＝０．０１６ドルで計算。

地域 相手国 金額（ドル） 重量（千トン） 単価（ドル）
石炭の消費量
（千トン） ２００９年

南アジア
バングラデシュ ５０１００２１ ４８９ １０．２ １２３９
ネパール １１７７２６６ １７７ ６．６ ４
スリランカ ４７２６８９ １１３ ４１．６ ７５

中東

カタール ２９４６４９７ ６５２ ４５．１ ０
アラブ首長国連邦 ２５９３９１１ ３４９ ７４．３ ０
オマーン １７８３８３６ ３３６ ５３．１ ０
サウジアラビア １５３６０７２ ２５５ ６０．１ ０
バーレン ６６３３０９ １３６ ４８．７ ０
クウェート ２０７４３１ ３０９ ６７．０ ０

表４ インドからの石炭灰と見られる輸出（HSコード２６２１９０）

出所：UNCOMTRADEより作成。電力部門の石炭消費量については，IEA［２０１１］を参照。

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２

韓国側
の統計

総輸入量 ３６ １９２ ４８４ ５０１ ６６４ ６９１ ８０３ ８１２ ９８７１，１３８１，２５９

日本からの輸入量 ６ １０９ ２３１ ３９６ ６３６ ６４３ ７６８ ７９１ ９６１１，１０８１，２２７

日本側
の統計

廃棄物処理法に基づく韓国への輸出確認量 ７ １３６ ２７３ ６８９ ６６６１，０１５１，１４６１，２８３１，４６２１，４２２２，３５５

廃棄物処理法に基づく韓国への輸出報告量 ６２５ ６０１ ７６３ ７８４ ９４１１，１７２１，２８０

貿易統計上の韓国への輸出量 ４８ ９７ １２７ １２７ ９０ ５３ １５ ６０ ４４ １２８ １３１

表５ 日本から韓国への石炭灰貿易状況（単位：千トン）

注：韓国側の統計のうち，総輸入量は関税庁(HSコード：262190)であり，輸入量は環境部から引用した。日本側の統計のうち，
廃棄物処理法に基づく数字は，環境省の公表資料によるもの。貿易統計上の輸出は，税関（HSコード：262190）の数字。

２０１４．１ 循環資源貿易における規制と課題 小島・鄭 22175（ ）
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後述する日本と韓国の間の石炭灰の越境移動

量と貿易統計には大きな乖離が見られる（表５

参照）。これは，少額貨物については，貿易統

計に計上しないことから生じていると考えられ

る。日本の場合，１品目２０万円以下の場合，

普通貿易統計上の除外貨物となる。日本から韓

国への石炭灰の輸出の場合，逆有償となってお

り，小額貨物扱いとして日本の輸出統計には反

映されていない。後述する廃棄物処理法の輸出

許可が出されている石炭灰の量は，許認可を受

けた輸出確認量と実際に輸出を行った実績に基

づく，輸出報告量（２００６年以降）の２種類の

統計がとられている。

韓国では，貿易統計上，仲介貿易で再輸出さ

れる場合などは貿易統計で除外されることと

なっているが，日本のように金額を基準とした

除外規定は設けられていない１３）。そのため，日

本ほど，貿易統計と別途届出が行われている石

炭灰の輸入量との差がほとんどない。

年末に輸出港を出た船が，年始に輸入港で輸

入手続きをする場合があり，輸出側と輸入側の

数字が完全に一致することはないが，日本の輸

出確認量の数字と韓国の輸入量の数字は，おお

よそ一致している。

�．石炭灰に関する国際的な規制

有害廃棄物の越境移動を規制する主な国際的

な規制として，経済協力開発機構（ODECD の

理事会決定と有害廃棄物の国境を越える移動及

びその処分の規制に関するバーゼル条約（以

下：バーゼル条約）の２つがある。以下で説明

するように，この２つの取り決めでは，石炭灰

の取り扱い方が異なっている。なお，日本と韓

国の間の石炭灰の取り決めについては，両国と

もに OECD 加盟国であるため，OECD ルール

が適用されている。

１．OECD

経済協力開発機構（OECD）は，その加盟国

の間で，廃棄物を国際取引する場合のルールを

定めている。２００２年５月に採択された「回収

作業が行われる廃棄物の国境を越える移動の規

制に関する理事会決定」（C（２００１）１０７）であ

る。この決定では，石炭火力発電所から発生す

るボトムアッシュ及びフライアッシュは，越境

移動の際の環境影響，健康リスクが小さいと考

えられることからグリーン・リストに分類され

ている。他の商品と同様のかたちで国際取引が

できると定められている１４）。

より有害性の高い廃棄物は，アンバー・リス

トに分類され，事前通告・同意制度が適用され

ることになる。加盟国の判断で，グリーン・リ

ストに分類されている廃棄物をアンバー・リス

トに分類することも認められているが，日本，

および，韓国は，OECD 決定に従っている。

２．バーゼル条約

有害廃棄物の国境を越える移動及びその処分

の規制に関するバーゼル条約（以下：バーゼル

条約）では，貿易前に事前通告・同意の対象と

なる A リストの中で，「A２０６０石炭火力発電

所の飛灰で附属書Ⅲの特性を示すのに十分な濃

度で附属書 I の物質を含むもの」として言及さ

れている。付属書Ⅲでは，毒性，生態毒性な

ど，有害性の種類を規定したものであり，付属

書 I では，六価クロム，砒素など成分や廃棄の

経路を規定している。ただし，バーゼル条約で

は，有害成分の計測方法や含有量などは規定し

ておらず，各国の判断に任せられる形となって

いる。

各国は，有害廃棄物の越境移動についての情

報をバーゼル条約事務局に提出しているが，

１３）韓国関税庁傘下関税貿易開発院（貿易統計部）
に問い合わせ（２０１３年９月２６日）。

１４）OECD（２００９）を参照。石炭火力発電施設から
のボトムアッシュ（GG０３０）Bottom ash and
slag tap from coal fired power plants 石炭
火力発電施設からのフライアッシュ。

経 済 学 研 究22276（ ） ６３－２
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２００４年から２００６年の取引データでは，有害廃

棄物として事前通告・同意のもとで国際取引さ

れている事例はほとんどない。

Ⅲ．日韓の石炭灰貿易

日本と韓国の間の石炭灰貿易は，２００２年１２

月からはじまった１５）。貿易量は，急速に増加し

てきている（図３参照）。本節では，日韓の石

炭灰貿易の背景を日韓両国にわけて分析すると

ともに，その課題を明らかにする。

１．日本の石炭灰に関する規制と需給

日本では，石炭灰は，逆有償で取引されるこ

とが一般的であり，産業廃棄物として扱われて

きた。石炭灰の利用は，１９８０年代には十分に

は進んでおらず，発生量の「７０－８０％ は十分

に活用さえることなく，埋立造成用とされた

り，または単に灰捨て場に投棄処分されてい

た」という１６）。１９９０年度の再資源化率は，３９％

にすぎなかった１７）。

バブル経済期の廃棄物量の拡大，さまざまな

不法投棄事件などを受けて，１９９０年に産業構

造審議会でまとめられた「業種別廃棄物処理・

再資源化ガイドライン」では，電気事業に関す

るガイドラインとして，「石炭灰の再資源化促

進のため，各電気事業者において道路下層路

盤，コンクリート材料等への利用拡大のための

研究開発を推進するほか地方自治体に対して，

石炭灰有効利用のための啓発活動を行う」こと

が盛り込まれた。１９９１年に施行された再生資

源利用促進法に基づき，リサイクルを進めるべ

き副産物として石炭灰が指定され，リサイクル

の促進に向けた努力がはじまった。「電気業に

属する事業を行う者の石炭灰の利用の促進に関

する判断の基準となるべき事項を定める省令」

が１９９１年１０月にだされた。この省令では，電

気事業者に対して，モルタル用若しくはコンク

リート用の混和材又はフライアッシュ・セメン

トの原材料などとして石炭灰を有効利用できる

ように必要に応じて加工を求めるとともに，ク

リンカーホッパー，サイロ，灰輸送管，分級器

などへの投資を求めている。１９９４年には「業

種別廃棄物処理・再資源化ガイドライン」が改

定され，「石炭灰の再資源化促進のため，フラ

イアッシュの JIS 規格を見直し等の規格・基準

の整備，道路下層路盤等への利用拡大のための

研究開発及び実需要・潜在需要の市場調査等の

マーケティングを推進するほか，地方自治体等

に対し，土地造成剤としての石炭灰有効利用の

ための啓発活動を行う」方針が示された。

１９９９年２月には，フライアッシュの JIS 規

格が改定され，それまで，ひとつの等級のみ規

定されていたフライアッシュの品質を，４つの

等級に増やし，さまざまな需要に対応できるよ

う に し た（I．２参 照）。ま た，１９９９年３月 に

は，JIS 改正にあわせ，各品質等級の石炭灰を

使用する場合の配合方法や施工方法等の指針が

土木学会や日本建築学会でまとめられた１８）。

１５）県民福井新聞２００２年９月１４日および２００２年１２
月１１日の記事。

１６）資源素材学会資源リサイクリング部門委員会編
（１９９１）１３２ページ。

１７）１９９０年度の石炭灰の発生量は，３４７万トン，再
資源化量は１３７万トンであった。経済産業省
（２００５）p．１１６参照。

１８）（社）土木学会「フライアッシュを用いたコンク

出所：環境省資料より作成。２００５年までは輸出確認量，２００６
年以降は輸出報告量に基づく。

図３ 日本から韓国への石炭灰輸出量

２０１４．１ 循環資源貿易における規制と課題 小島・鄭 22377（ ）
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このような取り組みの結果，石炭灰の発生量

に占める利用量の割合は，１９９５年度には６７．１

％，２０００年度には，８２．２％ に達している（図

４参照）。

廃棄物処理法では，廃棄物の輸出について

は，環境大臣の許可が必要となっている。経済

界が石炭灰の輸出をいつごろから考えるように

なったのかは明らかでないが，２０００年１月に

厚生省がまとめた「厚生省所管行政に係る規制

緩和要望及びその検討状況」では，経済団体連

合会から「石炭灰の輸出に関する規制緩和」を

求める要望が提出され，厚生省の見解として

「廃棄物処理法改正が議論された平成４年の国

会における附帯決議において国内処理原則の徹

底を図ることとされ，また，廃棄物処理法上，

国内で技術的に処理可能である廃棄物について

は輸出しない」ことから，規制緩和ができない

という検討結果が記されている１９）。経済団体連

合会がこのような要望を出した背景としては，

１９９０年代後半のアジア通貨危機を背景に景気

の低迷でセメント生産量が低下してきたことが

あげられる。その一方で，火力発電所の増設で

石炭灰は増加していた。１９８０年には３，１７６億

kWh だった火力発電量が１９９０年には４，４６６

kWh へ４０．６％ も増加した２０）。石炭灰の利用率

も高まってきたが，限界に近づいてきたとの認

識から，輸出が模索されるようになったと考え

られる。

また，日本のセメント会社の韓国企業との提

携，資本参加が徐々に進んできたことも，石炭

灰の輸出にもつながったと考えられる。小野田

セメント（秩父セメントと合併し現在の太平洋

セメント）は，双竜セメントと１９９４年１月に

提携をし，人材交流，産業廃棄物の活用を含め

た技術開発に取り組むことを発表している２１）。

２０００年には，太平洋セメントが双竜セメント

に３５０億円を出資し，普通株式の２０％，優先

株を含めると２８％ の株主となっている２２）。双

竜セメントは，石炭灰の輸出先の一つであり，

これらの技術提携，資本参加も石炭灰輸出の背

景と考えられる。

実際の輸出に先立ち，環境省は，２００２年８

月に「一般（産業）廃棄物の輸出認定に係る技

術基準」を定めた。主な内容としては「輸出の

相手国において再生利用されることが確実であ

ると認められるもの」については「国内におけ

る廃棄物の適正な処理に支障を及ぼさないも

の」として輸出確認を行う（輸出を認める）こ

ととされている。この規定は国内（日本）にお

リートの施工指針」，（社）日本建築学会「フラ
イアッシュを使用するコンクリートの調合設
計，施工指針」。

１９）厚生省「厚生省所管行政に係る規制緩和要望及
びその検討状況」平成１２年１月１８日。http://
www 1.mhlw.go.jp/houdou/1201/h 0118‐3_4/
h 0118－58.html（最終アクセス日：２０１３年９月

２３日）
２０）資源エネルギー庁資料（http://www.enecho.

meti.go.jp/info/committee/kihonmondai/13
th/13－7.pdfより。

２１）日本経済新聞１９９４年１月４日「韓国最大手の双
竜洋灰工業と提携―小野田セメント，アジア市
場で主導権」。

２２）日経金融新聞２０００年９月２２日「太平洋セメン
ト，韓国大手メーカーに出資，海外へ攻勢３５０
億円」。

出所：セメント生産量：『通産統計』『経済産業統計』，セメ
ント協会資料より作成。
石炭使用量および石炭灰利用率：石炭エネルギーセン
タ ー 資 料（http://www.jcoal.or.jp/coalash/pdf/
CoalAsh_H 21 productiondata.pdf ２０１３年９月２５
日最終アクセス）より作成。

図４ 日本のセメント生産量・石炭使用量

経 済 学 研 究22478（ ） ６３－２
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いて適正に処理されることが困難ではない場合

にも適用されるため，基本的にはすべての廃棄

物が対象となる。当時，セメントの生産が減少

してきた中で，石炭灰の有効利用を進めるため

に，輸出のための条件を整えたものと考えられ

る。

このような中で，２００２年１２月に，韓国向け

の石炭灰輸出がはじまった。輸出量（輸出報告

量に基づく）は徐々に増加し，２０１１年は１１７．２

万トン，２０１２年には１２８．０万トンに達してい

る。２０１２年の輸出許可（輸出確認件数・量に

もとづく）は，２０１２年には４１件，２３５万トン

と，２０１１年の２６件１４２万トンを大きく上回っ

た。背景としては，２０１１年３月１１日の東日本

大震災および福島第１原子力発電所の事故によ

り，原発の多くが稼動を止めたままであるこ

と，原発の代わりに石炭火力の発電量が上昇し

たことがあげられる（図５参照）。

２．韓国における石炭灰の規制と需給

一方，韓国では火力発電からの石炭灰は有価

でセメント会社へ売却されていたのだが，１９９０

年代後半に入り建設業の不振などでセメントは

需要減少の状態に陥った。セメント業界はこの

問題を解決するために環境部（日本の環境省に

該当）に焼成炉の燃料規制を緩和するように求

めた。これに対し環境部は１９９９年再活用の促

進という観点から石炭灰を含む事業場廃棄物

（日本の産業廃棄物に該当）の焼成炉での利用

を幅広く認めるようになった２３）。実際に１９９７

年６２．９％ であった事業場廃棄物の再活用率が

２００５年には８３．１％ まで増加 し た２４）（図６参

照）。しかし，焼成炉での処理が事業場廃棄物

の再活用において重要性を増していたにもかか

わらず，廃棄物の使用基準と廃棄物処理施設と

しての焼成炉の設置基準は設けられていなかっ

た。焼成炉を有しているセメント製造業者は多

くの事業場廃棄物を焼成炉で処理する誘引を持

つこととなった。

このような状況下で日本から有価の石炭灰輸

入はセメント製造業者からみて一石二鳥の面が

あった。当時韓国のセメント製造業者は処理費

の名目でトン当たり５万ウォンが支給された。

つまり，石炭灰の輸入はセメント製造の原料確

保と共に一定の処理費の取得も可能な選択だっ

た。

２３）１９９９年２月「廃棄物管理法」の改正。
２４）環境白書（２００８年度）。

注：石炭灰の輸出量は，年単位で発表されており，年度デー
タを当概年の四半期ごとの輸出量は一定とみなして，推
定したものである。また，２００２年から２００５年までは輸
出確認量を，２００６年以降は輸出報告量のデータを用い
ている。

出所：石炭エネルギーセンターおよび環境省の資料より作
成。

図５ 日本の石炭灰の埋立量・輸出量・国内利用量

（年度，単位：千トン）

出所：石炭使用量：国家エネルギー統計情報システム
（www.kcoal.or.kr），セメント生産量：韓国セメ
ント協会（www.cement.or.kr）。

図６ 韓国の石炭使用量・セメント生産量・石炭灰利用率

（千トン）
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３．石炭灰の輸入に対する韓国リサイクル法制

の対応

日本から石炭灰が輸入される以前の時期には

「バーゼル条約」（韓国は１９９４年加入）の国内

実施法である「廃棄物の国家間移動及びその処

理に関する法律」（以下，国移法）により越境

移動する廃棄物が規制された。具体的な対象廃

棄物はバーゼル条約と OECD の規定を考慮し

環境部の「告知」で８６品目がリスト化され

た。

ところが，石炭灰は上記の品目に含まれてい

なかったため，通常の商品と同様に輸出入が行

われた。ただ，日本からの輸入がなかった２００１

年には１．８万トンの石炭灰が輸入されることに

とどまるなど実際にはほとんど貿易されていな

かった２５）。

しかしⅢ．１節で確認した通り，日本からの

石炭灰輸入量は２００２年を基点に急激に増加し

ており，これは韓国廃棄物輸入の大きな流れを

形成した。図３で示したように，韓国の廃棄物

輸入量は２００２年３．６万トンだったが２００７年に

は約２３倍に当たる６９．１万トンでまで増加し

た。廃棄物輸入量における日本石炭灰の割合も

１６．７％ から９３．１％ まで急増した２６）。２０００年代

後半から大量の石炭灰が輸入され，それに伴い

不適正処理による環境汚染への懸念が強まっ

た２７）。これは石炭灰をはじめとした有害廃棄物

規制の見直しが国会で議論される要因の一つと

して機能した２８）。

２００８年８月には廃棄物管理法の改正により

２５種類の廃棄物が申告対象廃棄物として指定

された２９）。越境移動の廃棄物が国移法の許可対

象廃棄物と廃棄物管理法の申告対象廃棄物とい

う二つに分けられて管理されるようになった。

火力発電所で発生する石炭灰（フライアッシュ

とクリンカアッシュ）は基本的には表６の燃焼

残滓物に当てはまり申告対象廃棄物となる。た

だ，フライアッシュが重金属など有害物質を含

んでいる場合には廃棄物管理法の指定廃棄物に

該当され許可対象廃棄物として扱われる。一

方，セメント焼成炉での廃棄物再活用に関する

基準など国内規制に違反する場合には輸入不可

の廃棄物となる。

申告対象としての石炭灰を輸入する者は，輸

入価格が CIF（Cost, Insurance and Freight）

で記載されている輸入契約書または注文書コ

ピー，輸入廃棄物の運搬計画書，輸入廃棄物の

処理計画書，輸入廃棄物の分析結果を，廃棄物

の処理施設が立地している地域を管轄する地方

２５）監査院（２００９）「セメントの有害性及び焼成炉廃
棄物の搬入実態」。

２６）これは韓国側の統計を基準とした数値である。
２７）２００６年，検察の調査により日本から輸入された

石炭灰から韓国の廃棄物管理法における指定
（有害）廃棄物規定に反する発ガン物質が検出
された。

２８）日本から石炭灰輸入される以前からセメント製
造の焼成炉に関して規制の不備で環境汚染が指
摘されていた。本論では日韓における石炭灰の
貿易に焦点を当てるためこの部分は触れない。
詳細は「韓国における廃棄物貿易規制の現状と
課題」（アジア経済研究所研究双書 No．５８６）を
参照されたい。

２９）環境部告知第２００８－１０５号。

１．廃合成高分子化学物（廃合成獣樹脂など），２．汚泥類，３．鉱灰類，４．粉塵，５．廃耐火物及び陶磁器破片，６．焼却
灰，７．安定化及び固形化処理物，８．遷移金属などを含む廃触媒，９．廃吸着剤及び廃吸収剤，１０．廃ペイント及びラッ
カー，１１．廃動植物油，１２．廃石膏及び廃石灰類，１３．燃焼残滓物（石炭灰など），１４．廃石材類，１５．廃タイヤ，１６．廃
食用油，１７．動植物性残滓物（動物の死体など），１８．廃電気電子製品のスクラップ及び部品，１９．もみ殻及び米糖，
２０．廃木材類，２１．廃土砂類，２２．廃鋳物砂及び廃砂，２３．廃繊維，２４．廃金属類，２５．廃ガラス

表６ 韓国における輸出入申告対象廃棄物のリスト（告知 第２０１０－５７号）

注：試験分析及び研究目的に輸入される２５kg以下の廃棄物は申告対象から除外。
出所：環境部告知第２０１０－５７号。
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環境庁に提出しなければならない。また，輸入

された廃棄物を処理せずに，そのままの状態で

再輸出することも禁止される。

輸入された申告対象廃棄物は，事業場廃棄物

に求められる基準及び扱い方に従い，運搬，保

管及び処理しなければならない。運搬及び処理

に関する引受と引渡しに関することは，事業場

廃棄物のマニフェストシステム（Albaro シス

テム）への入力が必要である。

申告制度の実効性向上のために，罰則規定と

共に課徴金規定も設けられている。輸入された

申告対象廃棄物を埋立処理した者は３年以下の

懲役または２千万ウォン以下の罰金が科され

る。また，申告対象廃棄物が廃棄物管理法の違

反により周辺環境を汚染した場合には，２年以

下の懲役または１千万ウォンの罰金を払わなけ

ればならない。他にも変更申告を行わずに申告

事項を変更した者にも３００万ウォンの罰金が科

されることなる。

申告制度は許可制度とは異なり，廃棄物の輸

出入に直接的な影響を与えることはできない。

ただ，越境廃棄物の運搬計画と成分に関する書

類の提出義務などは申告廃廃棄物の適正処理の

確保には一定の成果を挙げていると評価され

る。

申告制度の施行以来石炭灰の輸入は持続的に

増加している。２００８年の８０．３万トンが２０１２

年には１２５．９万トンまで石炭灰の輸入は増え

た。

４．石炭灰の輸入と韓国埋立処分場の逼迫

通常有害性を有している廃棄物の越境移動に

関しては，輸出先（輸入国）での環境汚染問題

が懸念される。日韓の貿易に関してはこれとは

別途に石炭灰の輸入が韓国の埋立処分場に与え

る影響に関しても考察する必要がある。日本か

ら大量の石炭灰が輸入される前には，韓国の火

力発電所で発生した石炭灰のうち，フライアッ

シュの多くは焼成炉で再活用されており，クリ

ンカアッシュは埋立処理されていた。

ところが日本から２０００年代後半から１００万

トンを上回る石炭灰が輸入されることになっ

た。これは韓国の石炭灰発生量の１０％ を超え

る水準である。日本から輸入された石炭灰が逆

有償の形態で取引されていることと景気低迷で

セメント需要が伸びないことを考慮すると，焼

成炉で処理されたはずの石炭灰の一部が埋立処

分に回された可能性が高い。実際に韓国南部発

電所の石炭灰の埋立率が２０１０年には８．８％

だったが２０１２年には１３．５％ まで増加した。こ

れは石炭灰の輸入により，韓国の石炭灰の再活

用が滞る事態が発生したと同時に石炭灰の処分

場を枯渇させているともいえる（図７，表７参

照）。

韓国の例からみると，石炭灰の貿易は輸入国

の再活用状況だけではなく埋立処分場の利用状

況にも多く影響している。バーゼル条約では，

埋立のための有害廃棄物の越境移動を禁止して

いるわけではないが，韓国の廃棄物管理法で

は，輸入された申告対象廃棄物を埋立処理すす

ることは懲役の対象として規制している。廃棄

物の越境移動を議論する際，有害性による環境

汚染だけではなく，（有害ではないとしても）

越境移動する廃棄物が輸入国での再活用状況及

び埋立状況に与える影響も合わせて検討する必

要があるだろう。

注：石炭灰利用量は，韓国国内発生のもの。
出所：石炭灰埋立率及び利用率：韓国火力発電所（５ヵ所）

の公表資料を参照に筆者作成，石炭灰輸入量：関税庁
（www.customs.go.kr）の輸出入統計。

図７ 韓国の石炭灰 利用量・輸入量・埋立量（千トン）
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５．互恵的再生資源貿易に向けて

韓国における石炭灰の再活用を促進する規制

としては「鉄鋼スラグ及び石炭灰の排出事業者

の再活用指針」がある。本指針は年間電力を１

億 kW 以上供給する者を対象に，再活用義務

を定めており，その水準は徐々に上がるように

なっている（表８参照）。また再活用の用途は

コンクリート混合剤，セメントの原料，盛土な

ど１１種類が指定されており，盛土及び複土用

として使用する場合には土砂と体積基準で５０

％混ぜて使用することとなっている。

石炭灰の適正再活用を向上するためには，ま

ず既存の１１種類に限定されている用途を廃鉱

山復旧など需要のあるところまで拡大して使用

できるようにすることが必要である。また，石

炭灰の再活用率をより効果的に向上していくた

めの差等的な誘引策（リサイクル率による税制

上の優遇措置など）が考慮された仕組みも合わ

せて検討しなければならない。

また，I．２節で述べたように，コンクリート

用のフライアッシュのコンクリートの規格の等

級を日本のように広げ，さまざまな需要に応じ

て，フライアッシュを利用できるようにするの

が望ましい。

東アジア地域は，比較的石炭灰の供給が需要

に応じて過剰な地域と考えられ，Ⅲ．２節で述

べたように，石炭灰の日本から韓国への輸出

で，韓国の石炭灰の埋立量が増えているようで

は，あまり望ましい貿易とはいえない。I．３節

で述べたような中東地域など，より広く需要先

を探す必要があると思われる。

おわりに

石炭灰は，セメント産業での利用など，資源

としての価値をもっている一方，再利用するに

は追加的な投資も必要であったり，用途にあっ

た形で規格を整備したりする必要がある。国際

的にも取引がされているが，貿易統計では，他

の灰と一緒に分類されていること，また，少額

２０１０ ２０１１ ２０１２

南東発電
発生量 ２０８．８ ２２４．６ ２２２．８
埋立率 ０％（注 ２） ３５．８％ ３８．６％

中部発電
発生量 １６８．８ １６６．４ １６７．５
埋立率 ４２．５％ ４３．９％ ３８．２％

東西発電
発生量 １９９．４ ２１２．２ ２１１．２
埋立率 ４２．０％ ３５．５％ １９．７％

西部発電
発生量 １２１．０ １２８．５ １２４．９
埋立率 １２．１％ １６．９％ ０％（注 ２）

南部発電
発生量 １４２．６ １３１．５ １３３．０
埋立率 ８．８％ １９．９％ １３．５％

総発生量 ８４０．６ ８６３．２ ８５９．４
埋立率 １６．８％ ３２．０％ ２１．５％

２００１年以降 ２００４年以降 ２００６年以降 ２００８年以降 ２０１０年以降

再活用率 ３５％ ６５％ ６８％ ７０％ ７５％

表７ 韓国の石炭火力発電所別石炭灰の処理状況（注１）（単位：万トン）

注 １：韓国では熱併給発電所でも一部石炭灰は発生あるが，その量は僅かでるため火
力発電所のみでも全体を表していると考えられる。

注 ２：通常韓国の火力発電所では発生した石炭灰のうち，再活用できない部分は埋立
処理するが，需要がある場合には埋立された石炭灰を再活用に回している。その
ため再活用量が発生量を上回る場合がある。この場合埋立率は０となる。（２０１０
年に発電所の近くのゴルフ場の基盤構築の際，石炭灰が使用された経緯がある。）

出所：韓国火力発電所の持続経営報告書など公表資料より。

表８ 石炭灰の再活用義務率（単位：％）

出所：鉄鋼スラグ及び石炭灰の排出事業者の再活用指針。
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貨物については，貿易統計に計上されない場合

があることなどから，統計上の把握が難しい。

しかしながら，インドから中東へなど，フライ

アッシュが国際貿易され，資源として使われて

いることが観察できる。

２００２年から，日本で使用しきれていない石

炭灰が韓国に逆有償で輸出されるようになった

が，韓国では，石炭灰の埋立率が上昇してい

る。廃棄物が輸出され，直接，廃棄されている

わけではないが，間接的に輸出先の廃棄物埋立

処分量の増大を招いているとみることもでき

る。

一方，I．３節で述べたように，中東諸国やバ

ングラデシュ，ネパール，スリランカなど石炭

火力がほとんどない国は，インドから有価で輸

入されている状況がある。貿易統計上，石炭灰

の取引の規模を確認しにくい状況にあり，需給

ギャップがどこで生じているかは推定しにくい

状況にあるものの，より広い範囲で有効利用を

図ることが，地球規模での資源の節約につなが

る可能性が高いといえよう。

日本から韓国への石炭灰輸出が始まる前に

は，韓国での石炭灰の再活用義務率が低かった

ことにみられるように，韓国での石炭灰利用は

あまり高い水準ではなかったと見られる。日韓

のセメント会社の提携，日本からの石炭灰の輸

出を契機に，石炭灰の利用のための設備の導入

が，韓国でも進んできたと考えられる。

韓国のフライアッシュの用途拡大について

は，規格の見直しを検討するべきであろう。現

在の規格は，２つの等級しかなく，日本と比べ

ると用途が限られている可能性がある。

これまで，石油価格の高騰などにより，日本

も韓国も石炭火力の増設を行ってきたが，温暖

化への対応，自然エネルギー分野の技術革新・

投資が進めば，石炭の使用量が縮小していく将

来像も考えられる。東アジア地域では，石炭灰

の供給が需要を上回っているといえるが，将来

もこのような状況が続くとは限らない。石炭灰

は，セメント産業で利用できる資源であり，埋

立処分場に廃棄する場合でも，将来，利用する

可能性も考えておく必要がある。
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